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産地リスク軽減技術総合対策事業






省エネ設備等技術確立支援事業実施計画書
　　　　　　 （検証する省エネ等技術名：　　　　 　　）





事業実施年度：平　成　　　　年　度




都道府県名・市町村名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




事業実施主体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　






第１　事業実施体制の概要
	事業実施主体名
	

	代表者名
	


	代表者の所属組織の名称
	
                    
	代表者の所属組織における役職
	


	事業実施主体事務局が所在する住所
	〒


	事業実施主体事務局の連絡先










	事業担当者
	役職・氏名
	


	
	
	電話番号
	


	
	
	メールアドレス
	


	
	経理担当者
	役職・氏名
	


	
	
	電話番号
	


	
	
	メールアドレス
	


	事業実施主体を構成する団体・企業等


	公的農業研究機関：


	
	民間企業等：


	これまでの該当事業に関する取組内容


	




	本事業申請書の提出以前の過去３年間に、補助金等のに係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第17条第１項又は第２項に基づき交付決定の取消となる行為があればその内容を記載。
※事業実施主体の構成員のうち、一部の者が該当する場合もその内容を記載。

	









	事業実施体制※
（協議会を構成する機関の実施体制について記入して下さい。）

	






























　※定款のなど活動内容が分かる資料を添付すること。
　※事業実施主体、または、事業実施主体に参画する公的農業研究機関及び民間団体等の財務諸表等直近の資産、負債、収支予算、決算等に関す　　る事項が記載された書類を添付すること。
　※本事業の実施に関する事業実施主体の規程（事業実施主体規程、会計規程、旅費規程など）を添付すること。

第２　検証する省エネ等技術
【省エネ等技術名等】省エネ等技術名、省エネ等技術の概要、事業目的及び検証概要等を記載
	省エネ等技術名：
省エネ等技術の概要：
事業目的：
検証概要：














【省エネ等技術の概要（他分野から農業転用する技術）】現状（製品名、普及状況など）、開発の経緯及び技術の長所等を記載
	現状（製品名、普及状況など）：
開発の経緯：
技術の長所：
















【農業転用するためのポイント・技術的課題】農業転用するメリット及び技術的課題等を記載
	農業転用するメリット：
農業転用するための技術的課題：

















【普及方法】導入コスト等の採算性、普及方法等を記載
	導入コスト等の採算性：
普及方法等：

















第３　事業の内容
【検証方法】検証方法、実証ほ場等の設置予定場所・規模、対照区の考え方、栽培作物や栽培方式、データの収集項目及び方法、
　運営方法等について具体的に記載
	検証方法：
実証ほ場等の設置予定場所・規模：
対照区の考え方：
栽培作物や栽培方式：
データの収集項目及び方法：
運営方法：



















【その他必要な取組】
	










第４　事業の成果目標
	成果目標：検証する省エネ等技術を導入することにより、概ね30%以上のエネルギーの削減が可能であること。

	目標値





	成果目標に向けた取組






	成果目標：省エネ等技術の導入コストは概ね５年間程度で回収が可能であること。     　       

	目標値




	成果目標に向けた取組






	成果目標：省エネ等技術の製品化が目標年度までに可能であること。      　                      

	目標値




	成果目標に向けた取組






	成果目標：その他この事業の目的を達成するために必要な取組。      　                      

	目標値





	成果目標に向けた取組





 （注）１「目標値」欄には、達成可能な数値目標を記載すること。
 　　　２「成果目標に向けた取組」には、実証方法等を具体的に記載すること。                                                          

第５　事業実施計画（スケジュール）
	 事業の内容
	○月
	○月
	○月
	○月
	○月
	○月
	○月

	省エネ等技術の実証ほ場等の設置

	



	




	




	




	




	




	





	省エネ等技術の共同検証


	




	




	




	




	




	




	





	省エネ等技術の普及及び製品化の検討※

	




	




	




	




	




	




	





	省エネ等技術の共同検証結果のとりまとめ
	




	




	




	




	




	




	





	その他この事業の目的を達成するために必要な取組※

	





	





	





	





	





	





	







（注）事業実施計画（スケジュール）は詳細に記載すること。
　　※目標年度（事業実施年度の翌々年度）までの事業実施計画（スケジュール）を記載すること。






第６　必要経費
　１　必要経費
	
事業の内容


	
費目


	
細目


	補助事業に要する経費
	事業費（円）

	事業量（備品名称、回数、面積、台数等）
	
費目別積算根拠
及び経費の必要性


	
	
	
	
	国庫補助金
	自己資金
	
	

	省エネ等技術の実証ほ場等の設置
	




	



	



	



	



	



	




	省エネ等技術の共同検証
	




	


	


	


	


	


	



	省エネ等技術の普及及び製品化の検討
	




	



	



	



	



	



	




	省エネ等技術の共同検証結果のとりまとめ
	




	




	




	




	




	




	





	その他この事業の目的を達成するために必要な取組
	




	




	




	




	




	




	





	
合　計

	


	


	


	


	


	


	




  （注）１　費目別積算根拠は、事業費の内訳が分かるように記入すること。
　　　　２　費目及び細目は別表（省エネ設備等技術確立支援事業補助対象経費）の費目及び細目から記入すること。

　２　購入予定の主な備品等
	
備　品　名

	　 仕　様
   製造会社名
   型　式
	
用　　　途

	
金額(円)

	
リース・レンタルを行うことが困難な理由


	





	

	

	

	


	





	


	


	


	




（注）別表（省エネ設備等技術確立支援事業補助対象経費）の費目「備品費」で計上する場合、記載すること。

第７　経費の配分及び負担区分
	
事　　業　　名
	
補助率
	 総　事　業　費
　 （Ａ＋Ｂ）
	負　担　区　分
	
備　　考

	
	
	
	国庫補助金（Ａ）
	自己資金等（Ｂ）
	

	産地リスク軽減技術総合対策事業
１　産地弱体化リスク軽減技術導入実証事業
（４）省資源・省エネ生産技術対策事業
    ア　省資源・省エネ生産技術確立支援
　  （イ）省エネ設備等技術確立支援事業
	

 定額


	              円




	              円



	              円




	




	
　　　　　　　　合　　　計

	


	


	


	


	




（注）備考欄には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「除税額○○円、うち国費○○円」を、同税額がない場合には、　　「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記載すること。

第８　事業完了（予定）年月日

　　　　　　　平成　　年　　月　　日

第９　収支予算
　１　収入の部
	
区　分
	本年度予算額（又
は本年度精算額）
	前年度予算額（又
は本年度予算額）
	比　　較
	
備　　考

	
	
	
	増
	減
	

	                
           国庫補助金
           そ　の　他           
	              円


	              円


	              円


	              円


	



	
           合　　　計           

	


	


	


	


	





　２　支出の部
	
区　分
	本年度予算額（又    は本年度精算額）
	  前年度予算額（又
は本年度予算額）
	 　　　　　比　　較
	
備考

	
	
	
	　 　 増
	　　  減
	

	産地リスク軽減技術総合対策事業
１　産地弱体化リスク軽減技術導入実証事業
（４）省資源・省エネ生産技術対策事業
   ア　省資源・省エネ生産技術確立支援
　 （イ）省エネ設備等技術確立支援事業
	       　　　円
         







	 　　　　　　   円








	 　        　円








	          　円








	










（注）１　費目別積算根拠は、事業費の内訳が分かるように記入すること。
　　　２　費目及び細目は別表（省エネ設備等技術確立支援事業補助対象経費）の費目及び細目から記入すること。

第10　添付資料
  １　事業の一部を委託する場合はその委託契約書（案）又は写しを添付すること。
  ２　要綱別表の事業種類欄の１の（４）のアの（イ）に係る事業内容欄に規定される取組ごとに、別表第５の費目欄及び細目欄ごとの費用が明らかとなる資料
